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研究成果の概要（和文）：自然災害多発地域における文化的景観の分析を通して、長年の災害経験を踏まえ、自
然の驚異から生活を「護り」つつ、自然の状態把握や変化に対する認識を高めるために自然に対する「親和性」
を保つ方策について検討した。その結果、微地形等を活かしながら大きな災害を回避するとともに、自然（水）
に対する視認性、アクセス性、心理的親近性を確保する工夫がなされており、自然（水）に対する親和性も保た
れていた。

研究成果の概要（英文）：We examined a way to "protect" our life from the threat of nature, and to 
keep "affinity" for nature, through analysis on the cultural landscape of natural disaster prone 
region.  As the resut, following points became clear, houses and religious facilities were protected
 by using microtopography, and to keep an affinity for nature(water) by securing the visibility, 
accessibility ,familiarity with nature.

研究分野： ランドスケープ
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様 式 Ｃ－１９、Ｆ－１９－１、Ｚ－１９、ＣＫ－１９（共通） 

１．研究開始当初の背景 
【防災と景観形成】 
・近年の気候・気象条件の変化に伴い、大雨

や集中豪雨あるいは  竜巻の発生など
も見られるようになり、自然災害について
も大規模化や多発化が問題視されるよう
になってきた。 

・そして、被害を回避あるいは最小限にとど
めるために、堤防や防潮堤をはじめとする
防災施設も巨大なものとなり、施設から受
ける圧迫感や自然環境からの隔絶の問題
等、防災と景観形成との調整についての検
討が大きな課題となってきた。 

【防災から減災へ】 
・そうした状況の中で、「防災から減災へ」
と称されるように、東日本大震災を契機と
して災害に対する対策の考え方の転換が
指摘されるようになってきた。 

・明治以降、災害の脅威を構造物の力等で防
ぐ対策を進めてきた結果、中小規模の災害
は減少した一方で、河川の氾濫原や海沿い
の低地など災害リスクの高い場所に居住
地等が高密度に展開し、災害規模を大きく
する結果を招いているのではないかとの
反省が生まれてきている。 

・つまり被害発生は避けられないことを前提
に、予防そして被害を最小限にとどめる方
策を検討していくことが必要との考え方
への志向が高まってきていると言えよう。 

【災害多発地域の文化的景観に学ぶ 
減災方策】 

・災害多発地域では、長年の災害経験を踏ま
え、被害を最小限にとどめるうえで最適な
居住地や生産地（田畑等）の配置などの土
地利用が図られるとともに、被害の軽減を
図る減災施設（堤や森林など）が整備され
て、地域ならではの文化的景観が形成され
ていた。 

・「防災から減災へ」といった災害対策の考
え方が変化するなかで、対策のあり方を、
こうした地域の文化的景観に学ぶことが
合理的であるとの考え方が高まってきて
いる。 

写真：集落と海とは要塞壁のような巨大な防潮
堤で隔てられている：宮古市 

・災害リスクが高い場所には居住しないこと
や、水や風など自然の勢いを緩和させる
（いなす）ことによって被害を最小限にと
どめるといった、自然環境との合理的な関
係構築を再評価する動きであると理解で
きる。 

【減災方策に見る「護」と「親」】 
・こうした地域自然との共生による減災方策

は、生活環境を、脅威となる自然環境から
遠ざけるだけではなく、周辺自然との接点
をも確保し、自然環境に対する認識や理解
を深め、自然環境の状況を常に把握する方
策についても担保していることが想定さ
れる。 

・研究代表者らが実施した岩手県宮古市の調
査では、地域が何度も大きな津波災害を受
けてきたことにより、集落は古くから高台
にも広がっているが、これら高台の集落や
道路の敷地は、一様に海が広く見渡せる場
所が選択されていることが明らかとなっ
た。つまり、高台であればどこでもよいと
いうわけではなく、脅威となる海から距離
を置きつつも、視覚を通して常に海との親
和性を確保していることが理解される。 

・また海岸防災林に関しても、単に森林が整
備されてきただけでなく、海岸林内あるい
は隣接して複数の宗教施設が鎮座してお
り、海に対する認識や直接の接近行為とい
う点で、住民の海に対する認識や関心をつ
なぎ止める工夫がなされている。 

 
２．研究の目的 
・本研究は、自然災害多発地域における文化

的景観の視知覚分析および空間構造分析
を通して、自然の脅威から「護る方策」と、
自然に対する「親和性を高める方策」とを
抽出整理するとともに、双方の両立性につ
いて検討することを目的とする。特に、以
下の点について抽出・検討する。 

 
① 災害を最小限に止めつつ、自然との親

和性を促すための土地利用のあり方、
特に居住地および生産地と地形との関
係のあり方。 
 

② 減災施設（堤や森林等）によって自然
から隔てられることを回避し、自然と
の親和性を担保するための方策。 

 
３．研究の方法 
・自然の驚異から「護り」つつ、自然との「親
和性」を確保する災害対策のあり方について、
自然災害多発地域の文化的景観を分析し、考
え方と方策を抽出・検討する。具体的には、
以下の方法を用いた。 
（１）調査対象地の選定 
・近年の気象条件の変化に伴い、災害が多発、

大規模化の傾向が見られる水災害を中心
に取り上げ、「海岸部」と「河川沿い」を
対象地とする。 



・災害史に関する情報から、長年にわたり自
然災害を経験している地域を対象地とす
る。そして「重点調査対象地」については、
近代以降にも大きな災害を経験し、集落等
の対応動向に関して比較的詳細な記録が
残されている地域を候補地とする。 

・そして海岸および後背地の地形の形状、長
い災害経験の中で形成されてきた減災施
設の特質、そして災害文化に関する文献や
資料の豊富さ等をも考慮し、重点調査対象
地として、以下を選定した。 

＜河川沿い＞ 
 嵐山（大堰川）、輪中（木曽三川） 
＜海岸部＞ 
 和歌山県：美浜町、広川町、湯浅市 
 高知県：芸西村、安芸市、須崎市、黒潮町 
 
（２）現地景観調査、文献調査 
・各重点調査対象地域に関する、現地の景観

調査の実施を基本とするとともに、合わせ
て地域の集落形成の歴史や生活・生業の様
式、大規模な自然災害後の再生経緯等に関
する文献・資料をはじめ地図や絵図などを
収集し、現在の景観が形成されてきた背景
についても整理・把握した。 

・こうした史実の把握調査は、現在の景観調
査だけでは、近代的な防災施設整備による
災害リスクの高い場所への居住地などの
展開を把握することが難しく、自然共生像
の導出に支障を生じるためである。 

・また、絵図、絵葉書等の画像資料について
も分析を実施し知見を補った。 

 
（３）視知覚分析、空間構造分析 
・自然の脅威から護る方策と、自然に対する

親和性を高める方策、そして両者の相互関
係に関して、視知覚分析および空間構造分
析によって解析を行った。 

・水際線より 1.5Km 四方の範囲の DTM モデ
ルを作成し、分析を行った。 

＜視知覚分析＞ 
・集落や主要施設（社寺、道路等）などの主

要視点から海域や河川の見えの程度を分
析把握した。逆に、海域に複数のポイント
を設定して、そちらからの視認性について
も検討を行った。 

＜空間構造分析＞ 
・宗教施設、共同利用施設、道路パターンな

ど主要な集落構成要素の位置関係をパタ
ーン化するとともに、基盤としての地形構
造、防災施設との関係についても検討・整
理した。 

・集落内、あるいは集落周縁部には、石碑、
塔、塚等、災害の記憶を止めたり、集落の
構造を明示するための記憶・結節装置が設
置されている。これらを抽出し、集落の空
間構造との関係について検討した。 

 
 
 

４．研究成果 
（１）自然の脅威から護る方策 
①微地形と居住地の立地 
・背景斜面や段丘はもちろんであるが、自然

堤防や浜堤などの微高地を巧みに利用し、
氾濫原より高い立地に居住地が展開する。 

・また特に河川沿いでは、石垣等で嵩上げさ
れた家屋，洪水時の水屋・上がり家といっ
た対応策が見られる。 

②宗教施設の立地 
・社寺は高地に立地し、浸水を避けるととも

に集落や生産地を見晴らすことができる。 

写真：嵩上げした土地に家屋がつくられている 
   ：高須 
 
（２）自然に対する親和性を高める方策 
①視認性 
・社寺（特に神社）は高地に立地することか
ら集落や生産地に対する視認性は極めて
高いものの、海あるいは河川に対する視認
性は沿岸の地形に左右される。（図－１） 

・沿岸の起伏が小さいケースでは、地形的に
水面を広く見晴らせるとともに、海等への
アクセス道路の延長線上に見ることがで
きる。 

 
②アクセス性 
・水際線に直交するアクセス道路が設けられ

ており、地形状況によって水際線に直結す
る程度は、3割～8割と幅がある。 

 （図－２） 
・社寺が海や河川等に正面を向け、そこから

延びているケースが多い。 
 
③心理的親近性 
・沿岸にある自然堤防の尾根部や、防災林の

内部に宗教施設や墓地が設置されている
ケースが少なくない。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 



 

（図－１）八幡神社からの視認状況 
    ：広川町 
 
 
 

 
（図－２）各対象地におけるアクセス道路の

水際線への直結率 
 
 
 
（３）親水性を高める方策 
・京都嵐山は、水害にも見舞われるものの、
大堰川に対する親水性が地域の重要な景
観資源ともなっている。 

・残された 288 枚の絵葉書の分析を通して、
親水を象徴する景観構成要素に関する分
析を行った結果、水際線が見えないケース
では独立木、一部見えているケースでは舟
遊びや釣りなど人の活動、といった傾向が
見られた。（図－４，表－１） 

 
 
 
 

（図－４）水際線の見え方 
 
 
 
（表－１）水際線の描かれ方と景観構成要素 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 



 
５．主な発表論文等 
（研究代表者、研究分担者及び連携研究者に
は下線） 
 
〔雑誌論文〕（計 ３件） 
① 大竹芙実，山本清龍，下村彰男 

絵画にみる三保松原と富士山との関係
の変遷と現代の風景認識に関する研究，
ランドスケープ研究 80(5)，569-574，
2017  （査読有） 

 
② 那須將、樊磊、深町加津枝、下村彰男，

20 世紀前半の絵葉書にみる大堰川周
辺域の景観構造，ランドスケープ研究
79(5)，715-720，2016 （査読有） 

 
③ 下村彰男，伊藤弘 

ランドスケープから考える災害への取
り組み，公園緑地 75(4)，9-12，2015 
（査読無） 

 
〔学会発表〕（計 ２件） 
① 大竹芙実（本清龍，下村彰男） 

絵画にみる三保松原と富士山との関係
の変遷と現代の風景認識に関する研究，
（公社）日本造園学会，2017 

 
④ 那須將（樊磊、深町加津枝、下村彰男）

20 世紀前半の絵葉書にみる大堰川周
辺域の景観構造， 
（公社）日本造園学会，2016 

 
  
 
〔図書〕（計 ０件） 
 
〔産業財産権〕 
 
○出願状況（計 ０件） 
 
名称： 
発明者： 
権利者： 
種類： 
番号： 
出願年月日： 
国内外の別：  
 
○取得状況（計 ０件） 
 
名称： 
発明者： 
権利者： 
種類： 
番号： 
取得年月日： 
国内外の別：  
 
〔その他〕 

ホームページ等 
 
 
 
 
 
 
 
 
６．研究組織 
 
(1)研究代表者 
 下村彰男（SHIMOMURA, Akio） 

東京大学・農学生命科学研究科・教授 
 研究者番号：20187488 
 
(2)研究分担者 
       （   ） 

 
 研究者番号：  
 
(3)連携研究者 
小野良平（ONO，Ryohei） 
立教大学・観光学部・教授 

 研究者番号：40272439 
 
 伊藤弘 
 筑波大学・人間総合科学研究科・准教授 
研究者番号：60345189 

 
 
(4)研究協力者 

（   ） 
 
 
 


